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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 45(オ)112 原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 売買代金請求 原審事件番号 昭和 43(ネ)1750 

裁判年月日 昭和 45 年 12 月 15 日 原審裁判年月日 昭和 44 年 11 月 6 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄差戻   

判例集等 民集 第 24 巻 13 号 2072 頁   

 

判示事項 一、会社の訴訟上の代表者の確定と民法一〇九条、商法二六二条の適用の有無 

二、控訴裁判所が被告会社代表者の代表権限の欠缺を看過してなされた第一審

判決を取り消す場合の措置 

裁判要旨 一、民法一〇九条、商法二六二条は、会社を訴訟上代表する権限を有する者を

定めるにあたつては、適用されない。 

二、控訴裁判所が被告会社代表者の代表権限の欠缺を看過してなされた第一審

判決を取り消す場合には、原告に対し訴状の補正を命じさせるため、事件を第

一審裁判所に差し戻すべきであり、ただちに訴を不適法として却下すべきでは

ない。 

 

全 文 

主    文 

 原判決を破棄し、第一審判決を取り消す。 

 本件を東京地方裁判所に差し戻す。 

理    由 

上告代理人大竹謙二の上告理由について。 

記録によれば、本訴は、上告人より被上告会社を被告として提起された売買代金請求の訴で

あるが、これに対し、原審は、次のように判断したうえ、本件訴は不適法であるとし、上告人

の請求を認容した第一審判決を取り消し、上告人の本件訴を却下する旨判決した。すなわち、

被上告会社の登記簿には、訴外Ｄが同会社の代表取締役として記載されているが、同人は、同

会社の代表取締役ではなく、同会社の代表者としての資格を有するものではない。なんとなれ

ば、被上告会社の臨時社員総会議事録その他の書類には、被上告会社は、昭和四二年八月二四

日臨時社員総会を開催し、従来の取締役は辞任し、選挙の結果あらたにＤ外一名が取締役に選

任され、即日同人らより就任の承諾をえた旨その他の記載があり、その議事録の末尾に出席取

締役としてＤの記名押印がなされており、また、同日取締役の互選の結果、同人が被上告会社

の代表取締役に選任され、同人の承諾をえた旨の記載があるが、Ｄは、当時他所で自動車運転

手として勤務し、右の臨時社員総会に出席したこともなければ、被上告会社の取締役および代

表取締役に就任することを承諾したこともない。ただ、事後にその承諾を求められたことはあ

るが、同人はこれを拒絶したものであることが認められる。そうだとすると、Ｄは、被上告会

社の代表取締役ではなく、同会社の代表者としての資格を有するものではないから、Ｄを被上

告会社の代表者として提起された本件訴は、不適法として却下を免れない、とするものであ

る。 

ところで、所論は、まず、民法一〇九条、商法二六二条の規定により被上告会社についてＤ
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にその代表権限を肯認すべきであるとする。しかし、民法一〇九条および商法二六二条の規定

は、いずれも取引の相手方を保護し、取引の安全を図るために設けられた規定であるから、取

引行為と異なる訴訟手続において会社を代表する権限を有する者を定めるにあたつては適用

されないものと解するを相当とする。この理は、同様に取引の相手方保護を図つた規定である

商法四二条一項が、その本文において表見支配人のした取引行為について一定の効果を認め

ながらも、その但書において表見支配人のした訴訟上の行為について右本文の規定の適用を

除外していることから考えても明らかである。したがつて、本訴において、Ｄには被上告会社

の代表者としての資格はなく、同人を被告たる被上告会社の代表者として提起された本件訴

は不適法である旨の原審の判断は正当である。 

そうして、右のような場合、訴状は、民訴法五八条、一六五条により、被上告会社の真正な

代表者に宛てて送達されなければならないところ、記録によれば、本件訴状は、被上告会社の

代表者として表示されたＤに宛てて送達されたものであることが認められ、Ｄに訴訟上被上

告会社を代表すべき権限のないことは前記説示のとおりであるから、代表権のない者に宛て

た送達をもつてしては、適式を訴状送達の効果を生じないものというべきである。したがつ

て、このような場合には、裁判所としては、民訴法二二九条二項、二二八条一項により、上告

人に対し訴状の補正を命じ、また、被上告会社に真正な代表者のない場合には、上告人よりの

申立に応じて特別代理人を選任するなどして、正当な権限を有する者に対しあらためて訴状

の送達をすることを要するのであつて、上告人において右のような補正手続をとらない場合

にはじめて裁判所は上告人の訴を却下すべきものである。そして、右補正命令の手続は、事柄

の性質上第一審裁判所においてこれをなすべきものと解すべきであるから、このような場合、

原審としては、第一審判決を取り消し、第一審裁判所をして上告人に対する前記補正命令をさ

せるべく、本件を第一審裁判所に差し戻すべきものと解するを相当とする。しかるに、原審が

Ｄに被上告会社の代表権限がない事実よりただちに本件訴を不適法として却下したことは、

民訴法の解釈を誤るものであつて、この点に関する論旨は理由がある。 

よつて、民訴法四〇八条、三九六条、三八六条、三八九条により原判決を破棄し、第一審判

決を取り消し、本件を第一審裁判所に差し戻すこととし、裁判官全員の一致で、主文のとおり

判決する。 

（裁判長裁判官 関根小郷 裁判官 下村三郎 裁判官 松本正雄 裁判官 飯村義美） 

 

 

※参考：判例タイムズ 257 号 132 頁、判例時報 617 号 85 頁、金融商事判例 248 号 2 頁 

 

 


